別紙様式
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：県民生活行政費
	事業名:　　ＮＰＯ推進施策調整費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　　　　（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
     　　　　　　　　　　 環境生活部　環境生活政策課　ＮＰＯ・宗教法人担当　
　　　　　　　　　　　　　電話番号：058-272-1111（内2387）　E-mail：c11260@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：2,769千円（前年度予算額：3,000千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　（１）ＮＰＯ推進施策調整費

　　　①ＮＰＯ法運用検討会

　　　　ＮＰＯ法の適正な運用について意見を聞き検討する場を開催

　　　　・開催回数：２回　　

　　　②岐阜県ＮＰＯ活動推進委員会

　　　　ＮＰＯの活動の制度、仕組み、既存制度等、多面的に検討するため、有識者か　　

　　　ら意見を聞く

　　　　・開催回数：２回

　　　③個別指定第３者委員会

　　　　ＮＰＯ法人の税制優遇に関して、法人を県条例により個別指定する基準などに

　ついて検討するため、有識者から意見を聞く。
　　　　・開催回数：２回

③ＮＰＯ推進施策に関連する事務費　

　（２）社会参加活動支援事業費

　　　　ＮＰＯ支援及び協働の実態を把握するため、先進地調査やＮＰＯセミナー等へ

　　　参加する

　（３）ＮＰＯ法人認定調査業務

　　　　認定及び仮認定ＮＰＯ法人の認定のため、現地調査を実施する。
　（４）ＮＰＯ講座開催業務

　　　　ＮＰＯ法、税務処理、登記申請、経理事務等の知識の習得

　　　　○基礎講座　（ＮＰＯ法人設立に必要な基礎知識の習得）
　　　　　・５圏域　各１回　３時間　　講師：県担当者２名

　　　　　・講座終了後に設立・運営相談会を実施

　　　　○実践講座　（ＮＰＯ法人の運営のために必要となる高度な知識の習得）

　　　　　・５圏域　各１回　３時間　　講師：税理士等有資格者２名

　（５）協働コーディネーター派遣事業
　　　　ＮＰＯからの政策提言、事業提案を受理する『協働総合窓口』を設置し、受理

　　　した提案等を県事業担当課へ通知、調整し、必要によりＮＰＯ法人と県事業担当

　　　課との調整役として『協働コーディネーター』を派遣する

　　　・１０事業　各１名を派遣
	２　所要経費


　（１）ＮＰＯ推進施策調整費（1,449）

　　　①ＮＰＯ法運用検討会　152　　
　　　②岐阜県ＮＰＯ活動推進委員会　238
　　　③個別指定第３者委員会　152

④ＮＰＯ推進施策に関連する事務費　907
　（２）社会参加活動支援事業費　300

　（３）ＮＰＯ法人認定調査業務　211

　（４）ＮＰＯ講座開催業務　634
　（５）協働コーディネーター派遣事業　175
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅴ　ふるさと岐阜県を未来につなぐ人づくり
　　２　多様なつながりを持ち、地域を支える力を持った人を育てる

　　・地域の多様な主体・組織が参画し、地域づくりを担っていくことができる新たな

　　　組織の設立を支援する

　　・地域づくりを担うＮＰＯ法人の設立や運営に関する相談を行う

　　・県民のＮＰＯ法人の活動内容に対する理解を促進し、チェック機能を強化する

　　・まちづくり活動の企画・立案等に関する講座の開催や先導的事例の普及等を通じ、

　　　地域づくり活動の中心となる人材を育成する

　　・ＮＰＯ活動に必要な専門的な知識の習得を支援する
	２　これまでの取組状況


　　ＮＰＯ法運用検討会はＮＰＯ法の適切な運用について、ＮＰＯ活動推進委員会は県のＮＰＯ支援施策について、それぞれ有識者から意見を聞く場として設置している。
　　ＮＰＯ基礎・実践講座は、ＮＰＯ法人設立や運営のために必要な基礎知識を習得するとともに、会計や資金調達などのスキルアップのため、県内５圏域で年に２回開催している。

　　協働コーディネーター派遣事業は、平成２３年度から協働ガイドライン中の事業提案をサポートする仕組みとして設けたものである。
	３　これまでの取組に対する評価


　　ＮＰＯ法運用検討会は必要の都度開催し、個々の事案に有用な検討が図られた。

ＮＰＯ活動推進委員会は定期的に開催して、施策全般について活発な議論を拝聴している。
　　ＮＰＯ基礎・実践講座は、ＮＰＯに関する基礎知識や運営のためのスキルを得る好機となっている。講座後の相談会にあっても有効に活用され、各圏域に出向いて直接的に支援する効果は大きなものがあった。
	１月２０日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	3,000
	0
	0
	0
	0
	0
	231
	0
	2,769

	要求額
	2,769
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,769

	1月20日時点査定額
	2,769
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,769
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